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告　　　　　示

宮崎県告示第 682号
　自衛隊法施行令（昭和29年政令第 179号）第 114条、第 117条第
１項及び第 118条に規定する自衛官候補生として採用する自衛官の
平成30年度の募集期間、採用試験の試験期日、試験場の位置及び名
称並びに連絡先は、次のとおりである。
　　平成30年８月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 683号
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第49条（中国残留邦人等の
円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶	
者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項	
においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により、	
医療扶助及び医療支援給付のための医療を担当させる機関を次のと	
おり指定した。

募　集
種　別 募集期間 試験期日 試験場

の位置 試験場の名称 連絡先

自衛官
候補生

平成30年
７月１日
（日）か
ら同年９
月７日（
金）まで
※年間を
通じて受
付を行っ
ている。

（筆記試
験）
平成30年
９月22日
（土）

宮崎市 宮崎第一生命
ビル新館

自衛隊
宮崎地
方協力
本部
電話09
85（53
）2643

都城市 都城市総合福
祉会館

延岡市 延岡市中小企
業振興センタ
ー

日南市 日南市生涯学
習センターま
なびピア

小林市 八幡原市民総
合センター

西都市 西都市コミュ
ニティセンタ
ー

（口述試
験及び身
体検査）
平成30年
９月26日
（水）か
ら同月29
日（土）
までのう
ち指定す
る日

都城市 陸上自衛隊都
城駐屯地

新富町 航空自衛隊新
田原基地
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　　平成30年８月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

名　　称 所　　在　　地 指定年月日

にしめら調剤薬局 児湯郡西米良村大字村
所65番地１

平成30年７月１日

すみクリニック内
科・循環器内科・
小児科

都城市東町14街区９の
２号

平成30年８月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 684号
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第54条の２第１項（中国残
留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及
び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第
14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規
定により、介護扶助及び介護支援給付のための居宅介護を担当させ
る機関を次のとおり指定した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 685号
　介護保険法（平成９年法律第 123号）第41条第１項本文の規定に
より、次のとおり指定居宅サービス事業者の指定をした。
　　平成30年８月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 686号
　介護保険法（平成９年法律第 123号）第53条第１項本文の規定に
より、次のとおり指定介護予防サービス事業者の指定をした。
　　平成30年８月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 687号
　介護保険法（平成９年法律第 123号）第75条第２項の規定により
、指定居宅サービス事業の廃止について次のとおり届出があった。
　　平成30年８月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

居宅介護事業者 居宅介護事業所
指　定
年月日名　称 主たる事務

所の所在地 名　称 所在地

総合メディ
カル株式会
社

福岡県福岡
市中央区天
神２丁目14
番８号

そうごう薬
局上川東店

都城市上川
東１丁目27
－６－２

平成30年
８月１日

介 護 保
険 事 業
所 番 号

指 定 居 宅 サ ー ビ ス
事 業 所

指 定 居 宅 サ ー ビ ス
事 業 者 指　定

年月日

サービスの
種 類

名　　　称 所　在　地 名　　　称 主たる事務
所の所在地

4560290365 三州訪問看護ステ
ーションもも

宮崎県都城市花繰
町３街区14号

医療法人倫生会 宮崎県都城市花繰
町３街区14号

平成30年７月１日 訪問看護

4560890016 訪問看護ステーシ
ョン　デューン西
都

宮崎県西都市妻16
98番地１

株式会社Ｎ・フィ
ールド

大阪府大阪市北区
堂島浜一丁目４番
４号

平成30年７月１日 訪問看護

4570401432 訪問サービス　せ
んだんの樹

宮崎県日南市吉野
方7363番地１

特定非営利活動法
人ヒューマンネッ
トワーク22

宮崎県日南市吉野
方3867番地

平成30年７月１日 訪問介護

　　平成30年８月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

介 護 保
険 事 業
所 番 号

指 定 介 護 予 防
サ ー ビ ス 事 業 所

指 定 介 護 予 防
サ ー ビ ス 事 業 者 指　定

年月日

サービスの
種 類

名　　　称 所　在　地 名　　　称 主たる事務
所の所在地

4560290365 三州訪問看護ステ
ーションもも

宮崎県都城市花繰
町３街区14号

医療法人倫生会 宮崎県都城市花繰
町３街区14号

平成30年７月１日 介護予防訪問看
護

4560890016 訪問看護ステーシ
ョン　デューン西
都

宮崎県西都市妻16
98番地１

株式会社Ｎ・フィ
ールド

大阪府大阪市北区
堂島浜一丁目４番
４号

平成30年７月１日 介護予防訪問看
護
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宮崎県告示第 688号
　介護保険法（平成９年法律第 123号）第 115条の５第２項の規定
により、指定介護予防サービス事業の廃止について次のとおり届出
があった。
　　平成30年８月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 689号
　児童福祉法（昭和22年法律第 164号）第21条の５の３第１項の規
定により、次のとおり指定障害児通所支援事業者の指定をした。
　　平成30年８月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 690号
　宮崎県における青少年の健全な育成に関する条例（昭和52年宮崎
県条例第27号）第14条第１項の規定により、青少年に有害な興行と
して次のものを指定した。
　　平成30年８月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

介 護 保
険 事 業
所 番 号

指 定 居 宅 サ ー ビ ス
事 業 所

指 定 居 宅 サ ー ビ ス
事 業 者 廃　止

年月日

サービスの
種 類

名　　　称 所　在　地 名　　　称 主たる事務
所の所在地

4550380051 のべおか老健あた
ご

宮崎県延岡市中島
町４丁目 314番地
３号

医療法人社団光学
堂

宮崎県延岡市愛宕
町三丁目 161番地

平成30年７月31日 訪問リハビリテ
ーション

4570700221 株式会社三和商会
福祉事業部青い鳥

宮崎県串間市西方
5726－１

株式会社三和商会 宮崎県串間市西方
5735

平成30年７月31日 福祉用具貸与

4570700395 指定訪問介護事業
所幸せホームあす
か

宮崎県串間市西方
3676番地

社会福祉法人龍口
会

宮崎県串間市南方
3431－５

平成30年７月31日 訪問介護

介 護 保
険 事 業
所 番 号

指 定 介 護 予 防
サ ー ビ ス 事 業 所

指 定 介 護 予 防
サ ー ビ ス 事 業 者 廃　止

年月日

サービスの
種 類

名　　　称 所　在　地 名　　　称 主たる事務
所の所在地

4550380051 のべおか老健あた
ご

宮崎県延岡市中島
町４丁目 314番地
３号

医療法人社団光学
堂

宮崎県延岡市愛宕
町三丁目 161番地

平成30年７月31日 介護予防訪問リ
ハビリテーショ
ン

4570700221 株式会社三和商会
福祉事業部青い鳥

宮崎県串間市西方
5726－１

株式会社三和商会 宮崎県串間市西方
5735

平成30年７月31日 介護予防福祉用
具貸与

事 業 所
番 号

指 定 障 害 児 通 所
支 援 事 業 所

指 定 障 害 児 通 所
支 援 事 業 者 指　定

年月日

事 業 等
の 種 類

名　　　称 所　在　地 名　　　称 主たる事務
所の所在地

4550300349 ジョブトレーニン
グスクール

延岡市大貫町１丁
目3008番地17

株式会社ｆｏｉｓ 延岡市平原町２丁
目1165番地62

平成30年８月16日 放課後等デイサ
ービス
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指定番号 種類 題　　　　　　　　　　名 製作・配給会社名 指定年月日

30年－21 映画 パンチラ病院　おとうさん大興奮！ 清水組
＜オーピー映画＞ 平成30年８

月８日
30年－22 映画 熟女の誘惑　入れ食いの宿 小川組

＜オーピー映画＞

30年－23 映画 親父が愛した男たち 加藤組
＜オーピー映画＞

30年－24 映画 情欲怪談　呪いの赤襦袢 佐々木組
＜オーピー映画＞

30年－25 映画 四十路の痴態　超絶ハードセックス 新田組
＜新東宝映画＞

30年－26 映画 誰にでもイヤラシイ秘密がある 吉行組
＜オーピー映画＞

30年－27 映画 ＫＵＳＯ
（原題）ＫＵＳＯ

パルコ
（アメリカ）

指定理由 　内容の全部又は一部が、著しく青少年の性的感情を刺激し、青少年に粗暴性若しくは残虐性を生ぜしめ、又は青少年の
犯罪を誘発し、その健全な成長を阻害するおそれがあるため。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 691号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道
路の区域を次のとおり変更する。
　なお、関係図面は、平成30年８月23日から同年９月６日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　平成30年８月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 692号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第１項の規定により、道
路の区域を次のとおり変更する。
　なお、関係図面は、平成30年８月23日から同年９月６日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　平成30年８月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 693号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道
路の供用を次のとおり開始する。
　なお、関係図面は、平成30年８月23日から同年９月６日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　平成30年８月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 694号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法
律（平成12年法律第57号）第７条第１項の規定により、次のとおり
土砂災害警戒区域を指定する。
　なお、土砂災害警戒区域の表示については、次の図のとおりとす
る。
　　平成30年８月23日

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間

新旧

の別

敷地の
幅　員
�メートル�

延　長

�メートル�

439 県道 市木南
郷線

串間市大字
市木字川渕
6331番１地
先から同市
同大字同字
6335番地先
まで

旧  5.7～
 9.1

70.0

新  9.1～
11.8

70.0

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間

新旧

の別

敷地の
幅　員
�メートル�

延　長

�メートル�

439 県道 市木南
郷線

串間市大字
市木字七目
木6692番１

旧  5.8～
20.0

285.0

地先から同
市同大字同
字6692番13
地先まで

新  7.5～
22.8

285.0

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間 供用開始の期日

国道 265号 東臼杵郡椎
葉村大字下
福良字椎原
 739番１地
先から同郡
同村同大字
字十根川 8
77番２地先
まで

平成30年８月23日
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　（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県県土整備部砂防課及
び西臼杵支庁土木課に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 695号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法
律（平成12年法律第57号）第９条第１項の規定により、次のとおり
土砂災害特別警戒区域を指定する。
　なお、土砂災害特別警戒区域の表示及び建築物の構造の規制に必
要な事項については、次の図のとおりとする。
　　平成30年８月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　行政不服審査法施行条例（平成27年宮崎県条例第47号）第15条の
規定により、平成29年度における不服申立ての処理状況を次のとお
り公表する。

　（「次の図」は、省略し、その図面を宮崎県県土整備部砂防課及
び西臼杵支庁土木課に備え置いて縦覧に供する。）

　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

市町村名 地 区 名
土砂災害警戒区域
の 渓 流 番 号 又 は
箇 所 番 号

土砂災害の発生
原因となる自然
現 象 の 種 類

日之影町 宮水川（１
）

11－ 442－１－ 018 土 石 流

宮水川（３
）

11－ 442－１－ 019 土 石 流

宮水川（２
）

11－ 442－２－ 044 土 石 流

尾 村 川 11－ 442－２－ 045 土 石 流

西 宮 水 Ⅰ－１－1955 急 傾 斜

宮 水 － １ Ⅱ－１－8254 急 傾 斜

宮 水 － ２ Ⅱ－１－8255 急 傾 斜

宮 水 － ３ Ⅱ－１－8256 急 傾 斜

宮 水 － ４ Ⅱ－１－8257 急 傾 斜

椎屋谷－１ Ⅱ－１－8258 急 傾 斜

椎屋谷－２ Ⅱ－１－8259 急 傾 斜

崎野原－１ Ⅱ－１－8305 急 傾 斜

崎野原－２ Ⅱ－１－8306 急 傾 斜

崎野原－３ Ⅱ－１－8307 急 傾 斜

市町村名 地 区 名
土砂災害特別警戒
区 域 の 渓 流 番 号
又 は 箇 所 番 号

土砂災害の発生
原因となる自然
現 象 の 種 類

日之影町 宮水川（１
）

11－ 442－１－ 018 土 石 流

宮水川（３
）

11－ 442－１－ 019 土 石 流

尾 村 川 11－ 442－２－ 045 土 石 流

西 宮 水 Ⅰ－１－1955 急 傾 斜

宮 水 － １ Ⅱ－１－8254 急 傾 斜

宮 水 － ２ Ⅱ－１－8255 急 傾 斜

宮 水 － ３ Ⅱ－１－8256 急 傾 斜

宮 水 － ４ Ⅱ－１－8257 急 傾 斜

椎屋谷－１ Ⅱ－１－8258 急 傾 斜

椎屋谷－２ Ⅱ－１－8259 急 傾 斜

崎野原－１ Ⅱ－１－8305 急 傾 斜

崎野原－２ Ⅱ－１－8306 急 傾 斜

崎野原－３ Ⅱ－１－8307 急 傾 斜

公　　　　　告

　特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）第10条第１項の規
定により、次のとおり特定非営利活動法人の設立の認証の申請があ
った。
　　平成30年８月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

申請
年月
日

名　　称 代表者の氏名
主たる事
務所の所
在地

定款に記載され
た目的

平成
30年
８月
６日

特定非営利
活動法人青
空ペダル

濵砂　亨 宮崎県児
湯郡西米
良村大字
村所53番
地１

　この法人は、
西米良村におい
て空き家の活用
、地域資源の活
用、住民の生活
サービスの向上
に努めることに
より、地域活性
化に資すること
を目的とする。
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不服申立てに係る処分又は不作為
（根拠法令）

不服申立
ての種類

処分庁 審査庁
不服申
立て年
月日

宮崎県行政不服審査会 不服申立てに対
する裁決等

諮問年
月日

答申年
月日

答申の
内容

裁決等
年月日

裁決等
の内容

介護保険第２号被保険者相当要介
護・要支援認定処分（生活保護法
による介護扶助の運営要領につい
て）

審査請求 宮崎市福祉事務所長 宮崎県知事
平成28
年６月
23日

平成29
年２月
14日

平成29
年４月
７日

棄却裁
決は妥
当であ
る。

平成29
年５月
15日

棄却

身体障害者手帳再交付処分（身体
障害者福祉法施行令）

審査請求 宮崎県知事 宮崎県知事
平成28
年７月
11日

平成29
年６月
29日

平成29
年９月
21日

棄却裁
決は妥
当であ
る。

平成29
年10月
23日

棄却

生活保護変更決定処分（生活保護
法）

審査請求
宮崎県児湯福祉事務
所長

宮崎県知事
平成28
年８月
10日

平成29
年７月
13日

平成29
年９月
21日

棄却裁
決は妥
当であ
る。

平成29
年10月
19日

棄却

身体障害者手帳再交付処分（身体
障害者福祉法施行令）

審査請求 宮崎県知事 宮崎県知事
平成28
年８月
29日

－ － －
平成29
年５月
９日

却下

身体障害者手帳再交付処分（身体
障害者福祉法施行令）

審査請求 宮崎県知事 宮崎県知事
平成28
年９月
23日

平成29
年11月
14日

平成29
年12月
４日

棄却裁
決は妥
当であ
る。

平成29
年12月
27日

棄却

身体障害者手帳交付申請却下処分
（身体障害者福祉法）

審査請求 宮崎県知事 宮崎県知事
平成28
年９月
28日

－ － －
平成29
年６月
１日

棄却

身体障害者手帳再交付処分（身体
障害者福祉法施行令）

審査請求 宮崎県知事 宮崎県知事
平成28
年10月
６日

－ － －
平成30
年１月
10日

認容

特別児童扶養手当認定請求却下処
分（特別児童扶養手当等の支給に
関する法律）

審査請求 宮崎県知事 宮崎県知事
平成28
年10月
７日

平成29
年６月
９日

平成29
年７月
20日

棄却裁
決は妥
当であ
る。

平成29
年11月
14日

棄却

特別児童扶養手当有期再認定請求
却下処分（特別児童扶養手当等の
支給に関する法律）

審査請求 宮崎県知事 宮崎県知事
平成28
年11月
24日

平成29
年10月
10日

平成29
年11月
16日

棄却裁
決は妥
当であ
る。

－ －

障害支援区分認定処分（障害者の
日常生活及び社会生活を総合的に
支援するための法律）

審査請求 串間市長 宮崎県知事
平成28
年12月
20日

－ － －
平成29
年５月
25日

棄却

　　平成30年８月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
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特別児童扶養手当有期再認定請求
却下処分（特別児童扶養手当等の
支給に関する法律）

審査請求 宮崎県知事 宮崎県知事
平成28
年12月
20日

平成29
年６月
13日

平成29
年９月
21日

棄却裁
決は妥
当であ
る。

平成29
年11月
14日

棄却

生活保護費返還決定処分（生活保
護法）

審査請求 日向市福祉事務所長 宮崎県知事
平成29
年１月
11日

平成29
年10月
19日

平成29
年11月
16日

棄却裁
決は妥
当であ
る。

平成29
年12月
18日

棄却

生活保護停止処分（生活保護法） 審査請求 宮崎市福祉事務所長 宮崎県知事
平成29
年１月
25日

平成29
年４月
25日

平成29
年７月
20日

棄却裁
決は妥
当であ
る。

平成29
年９月
８日

棄却

生活保護費返還決定処分（生活保
護法）

審査請求 日向市福祉事務所長 宮崎県知事
平成29
年２月
８日

平成29
年10月
19日

平成29
年11月
16日

棄却裁
決は妥
当であ
る。

平成29
年12月
18日

棄却

生活保護変更申請却下処分（生活
保護法）

審査請求
宮崎県児湯福祉事務
所長

宮崎県知事
平成29
年３月
７日

平成29
年12月
18日

平成30
年１月
22日

認容裁
決は妥
当であ
る。

平成30
年１月
30日

認容

生活保護に係る行政庁の職員によ
る発言

審査請求 宮崎市福祉事務所長 宮崎県知事
平成29
年３月
23日

－ － －
平成29
年４月
19日

却下

特別児童扶養手当有期再認定請求
却下処分（特別児童扶養手当等の
支給に関する法律）

審査請求 宮崎県知事 宮崎県知事
平成29
年３月
30日

－ － － － －

身体障害者手帳再交付処分（身体
障害者福祉法施行令）

審査請求 宮崎県知事 宮崎県知事
平成29
年４月
27日

平成29
年12月
25日

平成30
年１月
22日

棄却裁
決は妥
当であ
る。

平成30
年２月
13日

棄却

生活保護に係る行政庁の職員によ
る発言

審査請求 宮崎市福祉事務所長 宮崎県知事
平成29
年４月
28日

－ － －
平成29
年９月
25日

却下

生活保護変更決定処分（生活保護
法）

審査請求 宮崎市福祉事務所長 宮崎県知事
平成29
年８月
10日

－ － －
平成30
年１月
４日

却下

私人の行為 審査請求 － 宮崎県知事
平成29
年８月
10日

－ － －
平成29
年12月
19日

却下

精神障害者保健福祉手帳交付処分
（精神保健及び精神障害者福祉に
関する法律）

審査請求 宮崎県知事 宮崎県知事
平成29
年８月
21日

－ － －
平成29
年９月
29日

取下げ
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身体障害者手帳交付処分（身体障
害者福祉法）

審査請求 宮崎県知事 宮崎県知事
平成29
年８月
24日

平成30
年３月
２日

－ － － －

退職手当支給制限処分（職員の退
職手当に関する条例）

審査請求 宮崎県教育委員会 宮崎県知事
平成29
年10月
11日

－ － －
平成30
年３月
27日

棄却

生活保護費返還決定処分（生活保
護法）

審査請求 宮崎市福祉事務所長 宮崎県知事
平成29
年10月
20日

－ － － － －

身体障害者手帳交付申請却下処分
（身体障害者福祉法）

審査請求 宮崎県知事 宮崎県知事
平成29
年10月
25日

－ － －
平成30
年３月
６日

棄却

生活保護廃止処分（生活保護法） 審査請求 宮崎市福祉事務所長 宮崎県知事
平成29
年11月
１日

－ － － － －

身体障害者手帳交付処分（身体障
害者福祉法）

審査請求 宮崎県知事 宮崎県知事
平成29
年11月
２日

平成30
年３月
５日

－ － － －

個人事業税賦課処分（地方税法） 審査請求
宮崎県延岡県税・総
務事務所長

宮崎県知事
平成29
年11月
24日

平成30
年３月
12日

－ － － －

生活保護費返還決定処分（生活保
護法）

審査請求 宮崎市福祉事務所長 宮崎県知事
平成29
年12月
４日

－ － － － －

生活保護停止処分（生活保護法） 審査請求 日南市福祉事務所長 宮崎県知事
平成29
年12月
７日

－ － － － －

不動産取得税賦課処分（地方税法
）

審査請求
宮崎県高鍋県税・総
務事務所長

宮崎県知事
平成29
年12月
18日

－ － －
平成30
年１月
15日

取下げ

運転免許更新処分（道路交通法） 審査請求 宮崎県公安委員会
宮崎県公安
委員会

平成29
年12月
20日

－ － －
平成30
年３月
８日

棄却

後期高齢者医療療養費不支給決定
処分（高齢者の医療の確保に関す
る法律）

審査請求
宮崎県後期高齢者医
療広域連合長

宮崎県後期
高齢者医療
審査会

平成29
年12月
26日

－ － － － －

身体障害者手帳交付処分（身体障
害者福祉法）

審査請求 宮崎県知事 宮崎県知事
平成29
年12月
26日

－ － －
平成30
年１月
11日

取下げ
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執行停止申立却下処分（行政不服
審査法）

審査請求 宮崎県知事 宮崎県知事
平成29
年12月
27日

－ － －
平成30
年２月
９日

却下

生活保護費返還決定処分（生活保
護法）

審査請求 宮崎市福祉事務所長 宮崎県知事
平成30
年２月
１日

－ － － － －

生活保護変更決定処分（生活保護
法）

審査請求 宮崎市福祉事務所長 宮崎県知事
平成30
年２月
15日

－ － － － －

児童扶養手当資格喪失決定処分（
児童扶養手当法）

審査請求 宮崎市長 宮崎県知事
平成30
年２月
28日

－ － － － －

生活保護費返還決定処分（生活保
護法）

審査請求 宮崎市福祉事務所長 宮崎県知事
平成30
年３月
６日

－ － － － －

射撃教習資格不認定処分（銃砲刀
剣類所持等取締法）

審査請求 宮崎県公安委員会
宮崎県公安
委員会

平成30
年３月
19日

－ － － － －

身体障害者手帳交付処分（身体障
害者福祉法）

審査請求 宮崎県知事 宮崎県知事
平成30
年３月
20日

－ － － － －

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律（平成14年
法律第88号）第18条の２の規定により、次のとおり鳥獣捕獲等事業
の認定をした。
　　平成30年８月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　事業者の名称
　　株式会社マツダコーポレーション
２　事業者の住所
　　延岡市松原町４丁目8931番地２
３　事業者の代表者の氏名
　　松田　秀人
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第６条第１項の規
定により、大規模小売店舗の変更に関する届出があったので、届出
書その他関係書類を次のとおり縦覧に供する。
　なお、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活
環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、本日
から４月以内に宮崎県知事に意見書を提出することができる。
　　平成30年８月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　大規模小売店舗の名称及び所在地
　　スーパードラッグコスモス串間店
　　串間市大字西方6809番２　外
２　大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法
　人にあっては代表者の氏名

　　芙蓉総合リース株式会社　代表取締役　辻田泰徳
　　東京都千代田区神田三崎町三丁目３番23号
３　変更する事項
　　大規模小売店舗を設置する者の住所
　　（変更前）東京都千代田区三崎町三丁目３番23号
　　（変更後）東京都千代田区神田三崎町三丁目３番23号
４　変更の年月日
　　平成30年１月１日
５　変更する理由
　　大規模小売店舗を設置する者の住所町名変更のため
６　届出年月日
　　平成30年８月６日
７　届出書その他関係書類の縦覧場所及び期間
　⑴　場所
　　　宮崎県商工観光労働部商工政策課、宮崎県西臼杵支庁総務課
　　、宮崎県日南県税・総務事務所総務商工センター、宮崎県都城
　　県税・総務事務所総務商工センター及び宮崎県延岡県税・総務
　　事務所総務商工センター
　⑵　期間
　　　平成30年８月23日から平成30年12月25日まで
８　意見書の提出先及び期間
　⑴　提出先
　　　宮崎県商工観光労働部商工政策課
　⑵　期間
　　　平成30年８月23日から平成30年12月25日まで
９　意見書の記載事項
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　　意見書には、当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地
　域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見ととも
　に、意見書提出者の氏名又は名称及び住所並びに当該大規模小売
　店舗の名称を日本語により記載すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地改良法（昭和24年法律第 195号）第30条第２項の規定により
、竹山夷守土地改良区（小林市）から平成30年７月５日付けで申請
のあった定款の変更を認可した。
　　平成30年８月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
入札公告
　一般競争入札を次のとおり実施する。
　　平成30年８月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　競争入札に付する事項
　⑴　借入物品及び数量　　ＤＮＡ型鑑定用フラグメントアナライ
　　　　　　　　　　　　ザー　一式
　⑵　借入物品の特質等　　仕様書による
　⑶　契約期間　　　　　　平成31年２月１日から平成36年１月31
　　　　　　　　　　　　日まで
　⑷　納入場所　　　　　　仕様書による
　⑸　入札方法　　　　　　⑴の借入物品について入札を実施する
　　。入札金額は、調達内容に係る一切の諸経費を含めた額とし、
　　賃貸借料（保守料を含む。）の一月当たりの単価に契約期間月
　　数を乗じた金額を記載すること。なお、落札決定に当たっては
　　、入札書に記載した金額に 100分の８に相当する金額を加算し
　　た金額（１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた
　　金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地
　　方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ
　　ず、見積もった契約希望金額の 108分の 100に相当する金額を
　　入札書に記載すること。
２　契約に係る特約事項
　⑴　この競争入札に係る契約（以下「本件契約」という。）は、
　　長期継続契約を締結することができる契約を定める条例（平成
　　17年宮崎県条例第81号）第２条第１項第６号の規定による契約
　　であり、県は、上記１の⑶の契約期間において次に掲げる場合
　　のいずれかに該当するときは、本件契約を解除するものとする
　　。
　　ア　本件契約の相手方がその責めに帰すべき理由により本件契
　　　約に違反した場合
　　イ　本件契約の締結日の属する年度の翌年度以降において本件
　　　契約に係る県の歳出予算が減額又は削除された場合
　⑵　県は、⑴の契約の解除によって生じた本件契約の相手方の損
　　害については、その賠償の責めを負わないものとする。
３　競争入札に参加する者に必要な資格
　　この競争入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件を
　全て満たす者とする。
　⑴　物品の買入れ等の契約に係る競争入札の参加資格、指名基準
　　等に関する要綱（昭和46年宮崎県告示第93号）に基づき競争入
　　札参加資格者名簿に登載されている者であること。ただし、同
　　要綱に基づく指名停止期間の決定を受けている者でないこと。
　⑵　納入する物品及び数量を確実に納入できる者であること。
　⑶　納入する物品の機能が仕様を満たし、当該物品を確実に設置

　　、設定できると認められる者であること。
　⑷　本件の借入物品について、保守、点検、修理、部品の提供等
　　のアフターサービスを納入先の求めに応じて速やかに提供でき
　　ると認められる者であること。
　⑸　納入する物品を第三者をして貸付けしようとする者にあって
　　は、当該物品を自ら貸付けできる能力を有するとともに、第三
　　者をして貸付けできる能力を有することを証明した者であるこ
　　と、又は⑵～⑷を履行できる者と共同して当該物品を貸付ける
　　ことが可能であることを証明した者であること。
　⑹　経営者等（法人にあっては役員又は支社、支店若しくは営業
　　所の代表者、個人にあってはその者又は支社、支店若しくは営
　　業所の代表者をいう。）が、暴力団関係者（暴力団員（暴力団
　　員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77
　　号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下この号にお
　　いて同じ。）又は暴力団（同法第２条第２号に規定する暴力団
　　をいう。以下この号において同じ。）若しくは暴力団員と交わ
　　りを持つ者をいう。）である者又は暴力団若しくは暴力団員が
　　経営を支配し若しくは利用している者でないこと。
　⑺　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第 167条の４の規
　　定に該当しない者であること。
　⑻　会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づく更正手続開始
　　の申立て又は民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づく再
　　生手続開始の申立て（以下これらを「申立て」という。）がな
　　されてない者であること。ただし、会社更生法に基づく更生手
　　続開始又は民事再生法に基づく再生手続開始の決定を受けてい
　　る者は、申立てがなされていない者とする。
４　入札参加者に求められる義務
　　入札に参加しようとする者は、入札参加届（別記様式１）を平
　成30年10月１日（月）午後５時までに下記11の場所に提出（土曜
　日、日曜日及び祝日を除く。午前９時から午後５時まで）しなけ
　ればならない。
　　また、当該書類を送付（郵送にあっては、書留郵便に限る。）
　で提出する場合は、平成30年10月１日（月）午後５時までに必着
　とする。ただし、参加申請後、入札に参加しないこととした場合
　は、理由を記載した辞退届を書類で入札の前日までに提出するこ
　と。　
　　なお、提出された書類について説明を求められたときは、これ
　に応じなければならない。
５　契約条項を示す場所及び期間
　⑴　場所　宮崎県警察本部警務部会計課用度係
　⑵　期間　平成30年８月23日（木）から平成30年10月２日（火）
　　　　　まで
　　　　　　（土曜日、日曜日及び祝日を除く。午前９時から午後
　　　　　５時まで）
６　入札説明書及び仕様書の交付
　⑴　場所　宮崎県警察本部警務部会計課用度係
　⑵　期間　平成30年８月23日（木）から平成30年10月１日（月）
　　　　　まで
　　　　　　（土曜日、日曜日及び祝日を除く。午前９時から午後
　　　　　５時まで）
７　入札及び開札の場所及び日時
　⑴　場所　宮崎県警察本部１階 102会議室
　⑵　日時　平成30年10月３日（水）午前10時30分
８　入札保証金
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　　宮崎県財務規則第 100条の規定による。
９　入札の無効に関する事項
　　宮崎県財務規則第 125条に規定する入札は、無効とする。
10　落札者の決定の方法
　　予定価格以内で最低価格の入札を行った者を落札者とする。
11　契約に関する事務を担当する部局
　　宮崎県警察本部警務部会計課用度係　宮崎市旭１丁目８番28号
　　郵便番号 880－8509　電話番号0985（31）0110
12　入札及び契約の手続において使用する言語及び通貨
　　日本語及び日本国通貨
13　その他
　⑴　この競争入札による調達は、世界貿易機関（ＷＴＯ）に基づ
　　く政府調達に関する協定の適用を受ける。
　⑵　特定調達に係る苦情処理の関係において宮崎県政府調達苦情
　　検討委員会が調達の停止等を要請する場合がある。この場合、
　　調達手続の停止等があり得る。
　⑶　その他この競争入札に関する詳細は、入札説明書による。
14　Summary
　⑴　Nature and quantity of the product to be purchased: Fra-
　　gment analyzer for DNA type identification, 1 set
　⑵　Time limit for tender 5: 00 p.m. 1 October, 2018
　⑶　Contact point for the notice: Finance Division, Miyazaki
　　Prefectural Police Headquarters, 1 - 8 - 28 Asahi, Miyazaki
　　City, Miyazaki Pref. 880-8509 Japan.
　　TEL: 0985-31-0110
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
落札者等の公告
　一般競争入札により落札者を決定したので、次のとおり公示する
。
　　平成30年８月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　落札に係る調達件名
　　交通規制管理システムの賃貸借及び保守
２　契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地
　　宮崎県警察本部警務部会計課　宮崎市旭１丁目８番28号
３　落札者を決定した日
　　平成30年８月７日
４　落札者の氏名及び住所
　　アトミクス株式会社
　　代表取締役　神保　敏和
　　東京都板橋区舟渡３丁目９番６号
５　落札金額
　　41,990,400円（消費税込）
６　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
７　一般競争入札の公告を行った日
　　平成30年６月25日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
落札者等の公告
　一般競争入札により落札者を決定したので、次のとおり公示する
。
　　平成30年８月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　落札に係る調達件名

　　警察署、交番等ネットワーク機器一式の賃貸借
２　契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地
　　宮崎県警察本部警務部会計課　宮崎市旭１丁目８番28号
３　落札者を決定した日
　　平成30年８月７日
４　落札者の氏名及び住所
　　株式会社デンサン
　　取締役社長　高橋　敏邦
　　宮崎市大字赤江字飛江田 224番地
５　落札金額
　　29,775,600円（消費税込）
６　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
７　一般競争入札の公告を行った日
　　平成30年６月25日

公安委員会公告

宮崎県公安委員会公告第18号
　警備業法（昭和47年法律第 117号）第22条第２項に規定する警備
員指導教育責任者講習を次のとおり実施する。
　　平成30年８月23日
　　　　　　　　　　　　宮崎県公安委員会委員長　島津　久友
１　講習の種類、警備業務の区分、実施日及び定員

講習の種類 警備業務の区分 実 施 日 定員
追加取得講
習

１号警備業務 平成30年11月13日（火）
から11月16日（金）まで

20人

２　講習の対象者
　　講習の対象者は、受講申込みする当該警備業務区分以外の区分
　の資格者証又は講習修了証明書を有する者で、かつ、受講申込み
　を行う日において、次のいずれかに該当する者とする。
　⑴　最近５年間に当該警備業務の区分に係る警備業務に従事した
　　期間が通算して３年以上である者
　⑵　警備員等の検定等に関する規則（平成17年国家公安委員会規
　　則第20号。以下「検定規則」という。）第４条に規定する１級
　　の検定（当該警備業務の区分に係るものに限る。）に係る合格
　　証明書の交付を受けている者
　⑶　検定規則第４条に規定する２級の検定（当該警備業務の区分
　　に係るものに限る。）に係る合格証明書の交付を受けている警
　　備員であって、当該合格証明書の交付を受けた後、継続して１
　　年以上当該警備業務の区分に係る警備業務に従事しているもの
　⑷　検定規則附則第３条の規定による廃止前の警備員等の検定に
　　関する規則（昭和61年国家公安委員会規則第５号。以下「旧検
　　定規則」という。）第１条第２項に規定する１級の検定（当該
　　警備業務の区分に係るものに限る。）に合格した者
　⑸　旧検定規則第１条第２項に規定する２級の検定（当該警備業
　　務の区分に係るものに限る。）に合格した警備員であって、当
　　該検定に合格した後、継続して１年以上当該警備業務の区分に
　　係る警備業務に従事しているもの
３　講習の場所
　　宮崎市学園木花台西２丁目４番地３
　　宮崎県技能検定センター
　　電話0985−58−1570
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講習の種類 警備業務の区分 手数料
追加取得講習 １号警備業務 23,000円

警備業務の区分 提　出　日　時
１号警備業務 平成30年９月25日（火）から10月５日（金）

まで（土曜日及び日曜日を除く。）の午前９
時から午後５時まで

４　受講申込書の提出方法等
　⑴　提出先
　　　受講申込者の住所地を管轄する警察署又は受講申込者が警備
　　員である場合は、その属する営業所の所在地を管轄する警察署
　　とする。
　⑵　提出日時

　⑶　提出方法
　　　提出は、申込者本人によることを原則とするが、申込者が警
　　備員であって、その属する営業所の従業員に委任状を託しての
　　代理申込みについては認める。郵送による申込みは認めない。
　⑷　提出書類等
　　ア　受講申込書（受講申込者の写真（申請前６月以内に撮影し
　　　た縦 3.0センチメートル、横 2.4センチメートルの大きさの
　　　正面、無帽、上三分身像、無背景のもの）を貼り付けたもの
　　　）
　　イ　２に掲げる要件に該当することを証明する次の書面
　　　(ｱ)　２の⑴に該当する者
　　　　　当該警備業務の区分に係る警備業務従事証明書及び履歴
　　　　書
　　　(イ)　２の⑵に該当する者
　　　　　検定規則第４条に規定する１級の検定（当該警備業務の
　　　　区分に係るものに限る。）に係る合格証明書の写し

　　納入された手数料は、受講辞退その他いかなる場合にも返還し
　ない。
６　その他
　⑴　受講申込みの受付が終了後、その旨、一般社団法人宮崎県警
　　備業協会（代表電話0985−28−0518）に連絡すること。
　⑵　この講習の実施に際して収集する個人情報は、この講習に関
　　する目的以外には使用しない。
　⑶　本件に関する問合せは、宮崎県警察本部生活安全部生活環境
　　課警備業係（代表電話0985−31−0110）に行うこと。

　　　(ｳ)　２の⑶に該当する者
　　　　　検定規則第４条に規定する２級の検定（当該警備業務の
　　　　区分に係るものに限る。）に係る合格証明書の写し及び警
　　　　備業務従事証明書
　　　(ｴ)　２の⑷に該当する者
　　　　　旧検定規則第１条第２項に規定する１級の検定（当該警
　　　　備業務の区分に係るものに限る。）に係る合格証の写し
　　　(ｵ)　２の⑸に該当する者
　　　　　旧検定規則第１条第２項に規定する２級の検定（当該警
　　　　備業務の区分に係るものに限る。）に係る合格証の写し及
　　　　び警備業務従事証明書
　　ウ　資格者証又は講習修了証明書の写し
５　手数料
　　受講申込時、次表の手数料に相当する額の宮崎県収入証紙によ
　り納入すること。

選挙管理委員会規程

　公職選挙法等執行規程の一部を改正する規程をここに公表する。
　　平成30年８月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県選挙管理委員会委員長　吉　瀬　和　明
宮崎県選挙管理委員会規程第１号
　　　公職選挙法等執行規程の一部を改正する規程
　公職選挙法等執行規程（昭和58年宮崎県選挙管理委員会告示第１号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　別記第24号の７様式（その１）を次のように改める。

改正前 改正後
　（証紙の交付手続）
第８条　［略］
２　交付を受けた証紙が法第 142条第１項第１号、第２号若しくは
　第３号又は第２項に規定する枚数に達しないときは、県委員会は
　、証紙交付票に交付した証紙の枚数を記入して返すものとする。
３　［略］

　（証紙の交付手続）
第８条　［略］
２　交付を受けた証紙が法第 142条第１項第１号から第４号まで又
　は第２項に規定する枚数に達しないときは、県委員会は、証紙交
　付票に交付した証紙の枚数を記入して返すものとする。
３　［略］
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　　　附　則
　この規程は、平成31年３月１日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　最高裁判所裁判官氏名等掲示規程の一部を改正する規程をここに公表する。
　　平成30年８月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県選挙管理委員会委員長　吉　瀬　和　明
宮崎県選挙管理委員会規程第２号
　　　最高裁判所裁判官氏名等掲示規程の一部を改正する規程
　最高裁判所裁判官氏名等掲示規程（昭和35年宮崎県選挙管理委員会告示第55号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

　附則の次に次の２様式を加える。

改正前 改正後
第１条　最高裁判所裁判官国民審査法（昭和22年法律第 136号）に
　基づき、審査に付される裁判官の氏名等の掲示（以下「氏名等の
　掲示」という。）については、最高裁判所裁判官国民審査法施行
　令（昭和23年政令第 122号。以下「令」という。）第６章に定め
　るもののほか、この規程に定めるところによる。
第２条　［略］

第１条　最高裁判所裁判官国民審査法（昭和22年法律第 136号。以
　下「法」という。）に基づき、審査に付される裁判官の氏名等の
　掲示（以下「氏名等の掲示」という。）については、最高裁判所
　裁判官国民審査法施行令（昭和23年政令第 122号。以下「令」と
　いう。）に定めるもののほか、この規程に定めるところによる。
第２条　［略］
第３条　法第14条の２第３項の規定による掲示は、別記様式第１号
　により、同条第４項の規定による掲示は、別記様式第２号により
　、行わなければならない。
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　　　附　則
　この規程は、公表の日から施行する。

収用委員会告示

宮崎県収用委員会告示第１号
　土地収用法（昭和26年法律第 219号）第45条の２の規定により収
用の裁決手続の開始を決定したので告示する。
　　平成30年８月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県収用委員会
１　起業者の名称
　　宮崎県
２　事業の種類
　　県道飯野松山都城線改築工事及び県道志布志福山線改築工事（
　都城志布志道路「金御岳工区、末吉道路及び有明志布志道路」・
　宮崎県都城市梅北町地内から鹿児島県曽於市末吉町南之郷字後原
　畑地内まで及び志布志市志布志町安楽字稲荷迫地内から同市志布
　志町安楽字廿割地内まで）並びにこれに伴う県道及び市道付替工
　事
３　裁決手続の開始を決定する土地の所在、地番、地目及び地積等
　　所在　宮崎県都城市梅北町地内

　　（備考）実測平面図略
４　土地所有者の氏名及び住所
　　土地所有者不明
　　ただし
　　　登記名義人　（亡）上原　杉吉
　　　上記相続人
　　　　池邊　ヱツ子（持分24分の６）
　　　　福岡県宗像市日の里４丁目４番地14
　　　　遠藤　佐和子（持分24分の３）
　　　　兵庫県神戸市北区八多町中 156番地の７
　　　　ビクトワール 202
　　　　小林　和子（持分24分の２）
　　　　宮崎県都城市梅北町5057番地
　　　　田實　忠義（持分24分の２）
　　　　鹿児島県曽於市末吉町南之郷 490番地２
　　　　藤　アイ子（持分24分の２）
　　　　福岡県北九州市八幡西区瀬板一丁目13番26号
　　　　上原　篤男（持分24分の６）
　　　　福岡県古賀市谷山 852番地１
　　　　古藤　洋子（持分24分の３）
　　　　住所不明
　　　　ただし、判明した最後の住所
　　　　東京都渋谷区神山町１番８号
　　　又は
　　　 松　和平

地　番
地　目 地　積（㎡） 裁決手続開始

を決定する面
積（㎡）公　簿 現　況 公　簿 実　測

 12964番１ 原野 山林 468 469.38 　　　　4.45
実測平面図Ⓑ
の部分

地　番
地　目 地　積（㎡） 裁決手続開始

を決定する面
積（㎡）公　簿 現　況 公　簿 実　測

 12965番１ 畑 畑 2,335 2,336.
05
　　1,296.82
実測平面図Ⓑ
の部分

 12967番 畑 畑 564 564.76 　　　373.66
実測平面図Ⓑ
の部分

　　　鹿児島県曽於市末吉町南之郷1624番地２
５　土地に関して権利を有する関係人の氏名、住所及びその権利の
　種類
　　なし
６　裁決手続の開始を決定した年月日
　　平成30年８月７日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県収用委員会告示第２号
　土地収用法（昭和26年法律第 219号）第45条の２の規定により収
用の裁決手続の開始を決定したので告示する。
　　平成30年８月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県収用委員会
１　起業者の名称
　　宮崎県
２　事業の種類
　　県道飯野松山都城線改築工事及び県道志布志福山線改築工事（
　都城志布志道路「金御岳工区、末吉道路及び有明志布志道路」・
　宮崎県都城市梅北町地内から鹿児島県曽於市末吉町南之郷字後原
　畑地内まで及び志布志市志布志町安楽字稲荷迫地内から同市志布
　志町安楽字廿割地内まで）並びにこれに伴う県道及び市道付替工
　事
３　裁決手続の開始を決定する土地の所在、地番、地目及び地積等
　　所在　宮崎県都城市梅北町地内

　　（備考）実測平面図略
４　土地所有者の氏名及び住所
　　登記名義人　（亡）上原　杉吉
　　上記相続人
　　　池邊　ヱツ子（持分24分の６）
　　　福岡県宗像市日の里４丁目４番地14
　　　遠藤　佐和子（持分24分の３）
　　　兵庫県神戸市北区八多町中 156番地の７
　　　ビクトワール 202
　　　小林　和子（持分24分の２）
　　　宮崎県都城市梅北町5057番地
　　　田實　忠義（持分24分の２）
　　　鹿児島県曽於市末吉町南之郷 490番地２
　　　藤　アイ子（持分24分の２）
　　　福岡県北九州市八幡西区瀬板一丁目13番26号
　　　上原　篤男（持分24分の６）
　　　福岡県古賀市谷山 852番地１
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